
 

  

2025 年４⽉ 14 ⽇ 
各 位 

会 社 名 株式会社農業総合研究所  
代表者名 代表取締役会⻑ CEO 及川 智正 

  （コード番号：3541 東証グロース） 
問合せ先 取締役 CFO      坂本 ⼤輔 

（TEL．03-6417-1047） 
 

中期経営計画策定に関するお知らせ 
 

当社は、2025 年 8 ⽉期から 2027 年 8 ⽉期までの 3 か年の中期経営計画「中期経営計画 2025-2027」を策定
し、本⽇開催の取締役会において計画を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 
１.  中期経営計画策定の背景と⽬的 
 ⽇本の農業は、従事者の⾼齢化や耕作放棄地の増加、⾷料⾃給率の低下など多くの課題を抱えていますが、
これら課題の根本原因は「儲からない」ことにあると当社は考えております。さらに、「儲からない」ことの
本質的課題は、⻘果の需給バランスが崩れていることにあります。 

このような現状を打破し、持続可能な農産業を実現するために、当社は中期経営計画を策定いたしました。
本計画では、需給の⾒える化と需給を繋げるプラットフォームの構築を⽬標とし、これにより、「農業を儲か
る仕組み」に変えていくことを⽬指します。 
 
２. 中期経営計画の概要 
（１）計画期間 
  2025 年 8 ⽉期から 2027 年 8 ⽉期まで（3 か年） 
（２）成⻑戦略 

既存事業の特性を融合した「産直委託モデル」と、スーパーの販売データを活⽤した「AI 需要予測シス
テム」の開発により、需給の⾒える化を実現し需給を繋ぐ販売プラットフォーム（AI 需給調整プラット
フォーム）の基礎を築く 

（３）数値⽬標 
 GMV(流通総額) 営業利益 総還元性向 ROE 

2027 年 8 ⽉期 300億円 4.5億円 30％ 20％ 
 
３．その他 
 本資料に掲載されている内容は、現時点で当社が⼊⼿可能な情報に基づき合理的であると判断する⼀定の前
提により算出したものであります。そのため、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。ま
た、実際の業績等は、様々な要因により本資料の記載内容と異なる結果となる可能性があります。 
 より詳細な情報につきましては別紙をご参照ください。 

以 上 



2025年4⽉14⽇

中期経営計画 2025-2027
( 事 業 計 画 及 び 成 ⻑ 可 能 性 に 関 す る 事 項 )

東証グロース 証券コード：3541
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1  基 本 ⽅ 針

・中期取組みテーマ

・農業における課題

・成⻑戦略の基本⽅針

・本中期経営計画の位置づけ

・ FY2027の⽬標値
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V I S I O N ・ M I S S I O N

持続可能な農産業を実現し、⽣活者を豊かにする

VISION

MISSION

ビジネスとして魅⼒ある農産業の確⽴
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中 期 取 組 み テ ー マ

農業を儲かる仕組みに
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農 業 に お け る 課 題

農業における課題の根幹は「儲からない」こと

天候要因
（異常気象・気候変動）

儲からない

⾷料
⾃給率

⼈⼿
不⾜

肥料・
資材⾼

地球
温暖化

⾼齢化

放棄地
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当 社 が 考 え る 農 業 課 題 の 本 質

儲からない

後継者不⾜

⾼齢化放棄地増加

⾷料⾃給率
の低下

供給不安定

⻘果の需要と供給がアンバランス

表⾯的課題

本質的課題

相場上昇

商品価格
上昇

相場乱⾼下

相場が乱⾼下

家計圧迫

買控え
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需 給 ア ン バ ラ ン ス が 発 ⽣ す る 要 因

⾷べる量（需要量）と⽣産量（供給量）が把握できない

販 売加 ⼯流 通⽣ 産

供給 情報が遮断されている 需要

⽣
産
者

⽣
活
者

⼩
売
店

仲
卸

Ｊ
Ａ

市
場
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本 質 的 課 題 解 決 の た め に 取 組 む こ と

本質的課題解決のために取組むこと

⾷べる量（需要量）から⽣産量（供給量）を決める

需給の⾒える化と需給を繋げる
プラットフォームの構築
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成 ⻑ 戦 略 の 基 本 ⽅ 針

農家の直売所事業の確⽴、産直卸事業の⽴ち上げ

第1フェーズ
〜FY2024

第3フェーズ
FY2031〜

第2フェーズ
FY2025~FY2030

需給の⾒える化と
需給を繋げるプラットフォームの構築

AI需給調整プラットフォームの確⽴と開放

産直委託モデルの展開
AI需要予測システムの開発

本中期経営計画農業を儲かる仕組みに
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本 中 期 経 営 計 画 の 位 置 づ け

展
開

産直事業
（産直卸・産直委託）

農家の直売所事業
（その他事業含む）

GMV
300億円

GMV
170億円GMV

157億円

FY2024 FY2025 FY2026 FY2027 FY2028 FY2029 FY2030

新
規
事
業

既
存
事
業

農家の直売所事業の確⽴
産直卸事業の⽴ち上げ
導⼊店舗数の伸びによる
GMV拡⼤

第1フェーズ

需給の⾒える化と需給を繋げるプラットフォームの構築
-産直委託モデルの展開
-AI需要予測システムの開発
既存事業の拡⼤
店舗当たり⽇販の増加によるGMV拡⼤

第2フェーズ

AI需給調整プラットフォームの
確⽴と開放
両事業の安定的成⻑

第3フェーズ

次期中期経営計画

本中期経営計画

農業を儲かる仕組みに中期取組みテーマ
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GMV

営業利益 総還元性向 ROE

F Y 2 0 2 7 の ⽬ 標 値

（配当＋⾃社株買い）

4.5億円

300億円

20％30％

農家の直売所事業 産直事業 その他事業

100億円150億円 50億円

11

※ドラッグストアなどスーパー以外の事業

※
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2 市 場 環 境 と 当 社 事 業

・市場環境

・当社事業

・事業領域におけるマーケットサイズ
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市 場 環 境 ① （ 市 場 規 模 と 流 通 形 態 推 移 ）

農産物市場全体は底堅く推移
市場を経由した流通が減少、市場外流通の増加が著しい

※1 ⽮野経済研究所、2023年「産直ビジネスの市場実態と将来展望」
・市場外流通とは、従来の卸売市場を経由せず、卸売市場外（市場外流通）で、直接、産地から⼩売事業者や消費者等に流通した国産の⻘果物を対象とする。但し、輸⼊品は除く。
・⾃社・契約型農場、CSA（地域⽀援型農業）、オーガニック農産品流通、農産品市場外流通、農産品直売所、フードロス関連ビジネス、体験型農業テーマパーク、農産品宅配ビジ

ネス・需給マッチングビジネス（オンラインマルシェ）を含む。
・市場規模は、事業者による流通総額ベースにて算出しているが、これは各末端チャネルでの国産⻘果物の販売額の合計である。
※2 農林⽔産省、2024年9⽉「卸売市場をめぐる情勢について」

9兆
1,674億円

9兆
2,250億円

9兆
4,044億円

9兆
4,294億円

9兆
4,484億円

9兆
4,945億円

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

2018 2019 2020 2021 2022 2027
（予測）

市場外流通 市場流通

｜農産物市場規模※1

単位：兆円

69.2%

63.0%
60.0% 60.2%

57.5% 56.7%
55.1% 54.4% 53.6%

52.2%
53.9%

93.2%

88.1%
85.8%

84.4%
81.2%

79.5% 78.5% 79.2%
76.9%

74.9%
76.4%

80.9%
84.0%

78.0% 77.8% 76.9% 75.6% 75.0%
73.6%

70.2%

74.1% 74.8%

2003 2008 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

⻘果 国産⻘果 花き

｜卸売市場経由率の推移（重量ベース、推計）※2



Copyright ©株式会社農業総合研究所 ALL Rights Reserved 14

市 場 環 境 ② （ 農 業 従 事 者 の 年 齢 構 成 推 移 ）

農業従事者の減少と⾼齢化が進む中、
当社は若い世代からの⽀持が厚い

（万⼈）

7割以上が
65歳以上

（万⼈）

農⽔省「令和５年度⾷料・農業・農村の動向」

2,972 3,082 3,053 2,920 

2,465 2,502 2,494 2,480 

4,325 4,673 4,831 4,912 

4,722 

9,273 

58.3歳 58.5歳 58.9歳 59.3歳

0

10

20

30

40

50

60

0

3000

6000

9000

12000

2015年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

｜当社登録⽣産者
49歳未満 50~64歳 65歳以上 平均年齢

5割以上が
65歳未満

40 29 21 17 15 15 14 13

77
66

58
44

27 25 23 21

123
129

126

114

95 91 86 82

62.2歳
64.2歳

66.2歳
67.1歳 67.8歳 67.9歳

68.4歳
68.7歳

45

50

55

60

65

70

0

50

100

150

200

250

300

2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年 2022年 2023年

｜基幹的農業従事者（全国）
49歳未満 50~64歳 65歳以上 平均年齢
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⽣産者 ⼩売
スーパー

15

市 場 環 境 ③ （ 農 産 物 の 主 要 販 売 場 所 ）

⻘果流通のメインはスーパーマーケット

農⽔省「令和５年度 ⻘果物卸売市場調査」
農⽔省「令和４年度 ⾷品流通段階別価格形成調査」
農⽔省「令和５年度 卸売市場データ集」
より当社推定

1,100万t野菜

580万t果物

70万t

1,680万t 1,094万t

210万t

104万t

JA1,100万t

卸売市場

854万t野菜

257万t果物

900万t 1,111万t 920万t

65%65%
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当 社 事 業

ス ー パ ー の ⻘ 果 売 場 を 主 軸 に 事 業 を 展 開

• スーパー内の産直コーナー向け事業
• ⽣産者が経営主体となって販売先や販売価格を決
定できる独⾃の産直流通プラットフォームを提供

• スーパー内の⻘果売場向け事業
• ⽣産者から直接農産物を買い取り、ブランディン
グ（付加価値の⾒える化）を加え、顔が⾒える安
⼼安全な商品を卸販売にて提供

農家の直売所事業 産直事業

⽣ 産 者 と ⽣ 活 者 を 直 接 つ な げ る
産 直 流 通 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

ス ー パ ー の ⻘ 果 売 場 に
顔 が ⾒ え る 安 ⼼ 安 全 な 商 品 を 提 供
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ビ ジ ネ ス モ デ ル

⻘果のメイン販売チャネルであるスーパーマーケットを通して
⽣産者と⽣活者を繋ぐ新しい農産物流通プラットフォーム

産地

⽣産者

⽣活圏

スーパー
マーケット

全国のスーパー等の
産直コーナーへ

⽣活者

全国のスーパー等の
⻘果売場へ

農産物の⽣産&収穫

価格&店舗を⾃由に選択

バーコード発券&出荷

農家の直売所事業

購⼊

農家の直売所事業

産直事業

農産物を集荷拠点へ
持ち込み

⼿数料等

代⾦の⽀払

物流センター等を
通じて出荷

産地から店頭へ
最短1⽇で提供

販売⼿数料の⽀払

代⾦の⽀払

買取

代⾦の⽀払

ブランディング・販売

代⾦の⽀払

⽣活者から⽣産者への評価・コメントの提供、⽣産者から⽣活者へ出荷情報の通知等

売上・相場情報
の提供 販売データの収集

農産物流通プラットフォーム

農産物の⽣産&収穫

産直事業

ITプラットフォーム 物流プラットフォーム

サービスの流れ

お⾦の流れ

情報の流れ

×
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当 社 の 優 位 性

01 
農業への深い知⾒

02 
⽣産者、
スーパー等との
ネットワーク

03 
データの蓄積と活⽤

■設⽴ 2007年

■創業者である代表取締役会⻑
CEO及川は農家、⼩売での事業
経験をもとに農産
業の課題解決にむ
けて当社を設⽴。

■登録⽣産者数
10,312⼈（2024年8⽉期時点）
■⼩売店取引数
2,106店（2024年8⽉期時点）

■年間流通額
157億円（2024年8⽉期）
（地⽅市場1,000社中 10位相当）

■データ活⽤による需給マッチ
ングの最適化

■価格と販売戦略の最適化

■物流効率化によるコスト削減
と鮮度維持を実現

• 創業時より農産物流通の改善
にむけて事業を展開

• ⽣産者、販売者の双⽅の⽴場
における知⾒を保有

• ⽇本各地の⽣産者や、販売先
であるスーパーマーケット等
との深いネットワークを築い
ている

• 出荷データと販売データを⼀
元管理する独⾃システムによ
り、流通の最適化と収益向上
を⽀援が可能
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事 業 領 域 に お け る マ ー ケ ッ ト サ イ ズ

当社事業領域はスーパーにおける⻘果流通全体をカバー

野菜、果実、⽶の年間販売価格合計

SAM
4 兆円

SOM
0.4兆円

TAM
12兆円

産 直 事 業

農 家 の 直 売 所 事 業

対象事業：

対象事業：

スーパー内 ⻘果売場

スーパー内 産直コーナー
※1 令和5年度 ⾷料・農業・農村⽩書
※2 ⾷品価格動向調査
※3 総務省家計調査
※4 総務省 住宅・⼟地統計調査
※5 農⽔省HP ⾷料需給表
※6 総務省 ⼩売物価統計調査
※7 全国スーパーマーケット協会「2024年版スーパーマーケット⽩書」より総販売額×商品カテゴリー別売上構成⽐にて当社推計
※8 当社独⾃のヒアリング結果により⻘果売場全体の10%程度を産直コーナーの市場規模と推計

野菜 5.5兆円
1⼈当たり年間野菜消費量 88.1kg※1
⽇本総⼈⼝ 1億2,500万⼈（2022年10⽉1⽇）
主要野菜8品⽬平均価格 500円/kg※2

果実 1.8兆円 世帯当たり⽣鮮果物年間⽀出 32,099円※3
総世帯数 5621.5万世帯※4

⽶ 5.1兆円
1⼈当たり年間⽶消費量 50.9kg※5
⽇本総⼈⼝ 1億2,500万⼈（2022年10⽉1⽇）
コシヒカリ店頭⼩売価格 4,018円※6

※7

※8
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3  成 ⻑ 戦 略

・成⻑戦略モデル

・産直委託モデル

・AI需給調整プラットフォーム

・既存領域の磨き込み
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成 ⻑ 戦 略 モ デ ル

委 託 販 売 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム と ブ ラ ン デ ィ ン グ 卸 を 融 合 し 、
新 し い ⼩ 売 向 け 農 産 物 流 通 モ デ ル を 創 造 す る

ス ー パ ー や ⽣ 産 者 そ し て Ｊ Ａ や 市 場 も 巻 き 込 ん だ
未 来 型 農 産 物 流 通 を ⽬ 指 す

産直委託モデルの展開

AI需給調整プラットフォームの確⽴と開放

農業を儲かる仕組みに中期取組みテーマ
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産 直 委 託 モ デ ル の ポ イ ン ト

産直委託モデル

｜特徴

新規

それぞれの良いとこどりをした流通が、産直委託モデル

• スーパー内の産直コーナー
向け事業

• ⽣産者が経営主体となって
販売先や販売価格を決定で
きる独⾃の産直流通プラッ
トフォームを提供

⽣産者と⽣活者を直接つなげる
産直流通プラットフォーム

スーパーの⻘果売場に
顔が⾒える安⼼安全な商品を提供

• スーパー内の⻘果売場向け事業
• ⽣産者から直接農産物を買い取
り、ブランディング（付加価値
の⾒える化）を加え、顔が⾒え
る安⼼安全な商品を卸販売にて
提供

産直事業（産直卸）農家の直売所事業

•委託販売（レベニューシェア）
•⼤量/安定販売が可能
•事務処理が簡便

全員がメリットを享受できる仕組み
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産 直 委 託 モ デ ル ① 現 状 認 識

従来型卸取引の商流（当社産直卸事業）

スーパー

• まずは農総研に買って
もらわなければ！

• １円でも⾼く買っても
らいたい！

• 良いモノを少しでも安く仕
⼊れることができれば！

• １円でも⾼く買い取っても
らいたい

• 在庫リスクがあるので、
その分、少し安く仕⼊
れたい

当社

• 商品の品質や価格に
ばらつきがあって困る

⽣産者と⽣活者の間の情報が遮断され、各社が⾃社の利益を優先し⽣活者の⽅向を⾒ていない

⽣活者⽣産者



Copyright ©株式会社農業総合研究所 ALL Rights Reserved

⽣活者の売上⾦額を全員で分け合う
（レベニューシェアモデル）

24

産 直 委 託 モ デ ル ② 理 想 形 態

産直委託モデル（レベニューシェア⽅式）

⽣産者からスーパーまで⼀体となり、⽣活者が喜ぶ商品を届けることに注⼒

⽣産者 スーパー ⽣活者

お客様に商品を購⼊してもらうために！

当社
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A I 需 給 調 整 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ① 現 状 認 識

業界全体で需給バランスがとれていない現状認識

⽣産 集荷検品
保管流通
加⼯物流

受発注
配送

営業・商品開発
ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 販売

⽣産者 JA 卸売市場 仲卸会社 スーパー

NSK⽣産者 スーパー

従来型流通

当社流通

当社流通従来型流通

•⼤量＆安定供給が可能

｜特徴 ｜課題

•複数のプレイヤーによる
コストアップ
•情報遮断により需給コン
トロールができない

•産地と⽣活者をつなげ
て需給コントロールが
可能

•当社流通に限ったプラッ
トフォームになっており、
全体最適になっていない

｜特徴 ｜課題



Copyright ©株式会社農業総合研究所 ALL Rights Reserved

AI需給調整プラットフォーム

26

A I 需 給 調 整 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ② 理 想 形 態

需給の⾒える化により適正価格販売を実現する仕組み⽬指す姿

⽣産者

JA 卸売市場 仲卸会社

スーパー

NSK

Step2

Step1

ITプラットフォームによる需給コントロール
(AI需要予測は⽣活者にとって必要な価格・量を予測し、精度を⾼めるツール)

AIによる
需要予測

需要に基づく
⽣産

業界全体で需給バランスの最適化による適正価格販売を実現することで、
農業の持続可能な成⻑と課題解決に貢献する

適正価格・量を出荷

安定収益化
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A I 需 給 調 整 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ③ 当 社 の 優 位 性

農産物流通プロフェッショナルが各地域の⽣産者と
販売店をきめ細かくサポートし、需給バランスを調整

⽣産から販売までをワンストップでサポート出来る⼈材（農産物流通プロフェッショナル）が
産地（⽣産者）の状況と店舗（⽣活者）の動向を双⽅向で共有。きめ細かなサポートで双⽅の
ニーズの変化を即時にキャッチし、需要と供給のバランス調整を⼀気通貫で⾏い、⽣産と消費
のミスマッチ解消を⽬指す 。

各地域の
集荷場

農産物流通
プロフェッショナル

各地域の
販売店

農産物流通
プロフェッショナル

⽣活者のニーズ
販売動向

各⽣産地の状況

⽣活者

⽣活者

⽣活者

⽣産者

⽣産者

⽣産者
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既 存 領 域 の 磨 き 込 み

流通総額の最⼤化に向けた
農産物流通プラットフォームの拡⼤・強化

１
⽇
当
た
り
流
通
総
額

(

産
直
事
業)

店舗数
(農家の直売所事業)

流通総額の最⼤化

農家の直売所事業と
産直事業の両輪で
流通総額を拡⼤

① 仕⼊⼒強化

② 物流機能の拡充

③ ITプラットフォームの⾼度化
→ 機能拡張型センターの開設

→ AI需要予測システムの開発

→ JA・市場との連携強化
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4 投 資 計 画 ＆ 財 務 戦 略

・投資計画

・キャッシュアロケーション

・企業価値向上に向けた取組み
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投資計 画 サ マリー

⼈材投資 設備投資 システム投資

・社会貢献できるプロフェッ
ショナル⼈材の輩出
・継続的な賃⾦アップ

・機能拡張型センターの新設
・集荷場の拡充

・産直委託システムの開発
・AI需要予測システムの開発

1.5億円 1.5億円 ２億円
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投資計 画 （⼈材投資）

＊⼈的⽣産性
(営業利益+⼈件費+償却費）÷⼈件費

採⽤
• 当社ビジョンに共感する
社員の採⽤
• 専⾨⼈材の積極採⽤
• 優秀⼈材の
リテンション強化

育成
•次世代リーダーの育成と
キャリア形成⽀援
•⼥性活躍の推進
•若⼿育成とリスキリング

環境
•組織と評価制度の
継続的改善
• AI等業務のDX推進
•職場環境の充実

FY2027 ⽬標

⼈的⽣産性* …

対GMV⼈件費率 …

年間賃上げ率 …

+30pt向上

5％以内

CAGR＋5％

社会貢献できる
プロフェッショナル
⼈材の輩出

（FY2024⽐）

（FY2024⽐）
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投資計 画 （設備投資）

機能拡張型センター構想

l ⽬的
物流センターに加⼯センターの機能を
具備するとともに、⽣産者からの出荷
受⼊や店舗直送機能を追加することで、
集荷⼒や物流効率の向上を⽬指す

l 予定エリア
関東、関⻄

l 予算規模
FY2027までに1.5億円程度

l 従来型センター

l 機能拡張型センター

集荷場 取引先
センター 店舗当社センター

• 荷合わせ、集出荷

加⼯センター
• 流通加⼯

配送コストが発⽣

集荷場 取引先
センター

店舗

拡張型センター

• 荷合わせ、集出荷
• 流通加⼯、冷蔵保管
• 商品受⼊、振分け

⽣産者
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投資計 画 （シス テ ム投資）

AI需給調整プラットフォームの基礎を築く

農直
システム

集荷場管理
システム

販売管理
システム

当社
基幹
システム

プラットフォーム

AI需要予測
システム

産直委託
システム

（受発注システム）

スーパー各社
発注

トマトが●●●トン必要

需要がわかる

受注

POSデータ

トマトが●●●トン必要

⽣産者

市場

JA

情報の流れ

受発注等の実務の流れ

NTTアグリ
テクノロジー様
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キャッシュアロケ ーション

FY2027⽬標

▲1.5〜2億円

l３年間の借⼊増域

10〜15億円

l３年間の営業CF

9.8億円

l2024年8⽉末現預⾦※

※現預⾦と株式以外の有価証券

資⾦創出・調達

10〜20億円

l2027年8⽉末現預⾦※

1〜3億円

l３年間の株主還元

5〜15億円

l投資計画・M＆A

資⾦分配
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企業価値 向 上 に 向 け た 取 組 み

企業価値向上
PBR 15倍

収益⼒強化
・事業ポートフォリオの最適化
・付加価値事業の創出
・DX推進による⽣産性向上

財務効率の
向上

・資産効率の改善
・適正な負債活⽤
・株主還元の最適化

成⻑戦略の
推進

・戦略の実⾏と評価
・M&A、アライアンスの活⽤
・各種投資の拡⼤

投資家との
対話強化

・投資家層の拡⼤
・IR・エンゲージメント活動の強化
・透明性の⾼い情報開⽰

ROE 20%

PER 50~80倍

中⻑期的な成⻑と株主価値の最⼤化に向けて各種施策に取り組む
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A p p e n d i x
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産直流通の推進による
環境負荷低減
独⾃の物流網とITプラットフォー
ムを活⽤し、⽣産者から⽣活者へ
の最短・低コストな流通を実現。
これにより、輸送に伴うCO₂排出
量の削減に貢献しています。

⾷品ロスの削減
規格外品や余剰⽣産物も積極的に
取り扱い、⾷品ロスの削減に寄与
しています。

Environment
環 境

⽣産者の所得向上と地域活性化
当社事業を通じて、農業を儲かる
仕組みに発展させることで、所得
向上と地域経済の活性化を⽀援し
ています。

安全・安⼼な農産物の提供
⽣産者との契約において、農薬使
⽤基準の遵守や栽培履歴の明⽰を
ルール化し、⽣活者に安全で新鮮
な農産物を届けています。

Social
社 会

コーポレート・ガバナンスの強化
全社的な内部統制の整備・運⽤を
通じて、リスク管理やコンプライ
アンスの徹底を図っています。

ステークホルダーとの対話促進
株主や取引先、⽣産者など、多様
なステークホルダーとの積極的な
コミュニケーションを図り、信頼
関係の構築に努めています。

Governance
ガバナンス

37

持続可 能 な 社会と企業価値 の両⽴を ⽬ 指 し て

ESG経営を通じて持続可能な農産業の実現と企業価値の向上に取り組む
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流通販売量

安定供給量

作業省⼒度

流通⾃由度

⽣産者収益

情報伝達量

38

独⾃の ポ ジショニン グ

卸売市場流通と農産物直売所の中間に位置し、
農産物流通におけるユニークで新しいポジションを確⽴

産直事業
（卸販売）

⽣産者⼿取り額 60円

末端販売価格 95円

流通⽇数
1⽇

⽣産者⼿取り額 55円

末端販売価格  100円

流通⽇数
1⽇

卸売市場流通
（既存流通）

⽣産者⼿取り額 30円

末端販売価格 100円

流通⽇数
3~4⽇

JA

市場

仲卸

農産物直売所

⽣産者⼿取り額 70円

末端販売価格  90円

流通⽇数
0⽇
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セグメン ト別の会計 ⽅ 針

会計⽅針 売上⾼ 売上原価

農家の直売所
事業

委託販売
スーパー等の直売コーナーで委託販売を⾏う
流通プラットフォームを提供。流通総額のう
ち、当社⼿数料部分を売上⾼に計上し、原則
売上原価の計上なし。 流通総額のうち

当社⼿数料部分 原則発⽣しない

買取委託

当社が農産物を買取り、スーパー等で委託販
売を実施。そのため当社が在庫リスクを負う。
消費者の需要を⾒越した値付けにより、少な
いロス率が特徴。スーパー等で販売した⾦額
を売上⾼に計上し、買取仕⼊⾼を売上原価に
計上。スーパー等の販売⼿数料は費⽤として
販売管理費に計上。 スーパー等での販売⾦額 当社の買取⾦額

産直事業

卸販売

当社が農産物を買取り、ブランディングした
上でスーパー等へ販売を⾏う、仕⼊販売。
スーパー等へ販売した⾦額を売上⾼に計上し、
買取仕⼊⾼を売上原価に計上。
⼀部顧客は流通総額からリベート分を差し引
いて売上⾼としている。 スーパー等への販売⾦額 当社の買取⾦額

委託販売
ブランディングした上でスーパー等の⻘果売
場にて委託販売を⾏う。流通総額のうち、当
社⼿数料部分を売上⾼に計上し、原則売上原
価の計上なし。 流通総額のうち

当社⼿数料部分 原則発⽣しない

買取委託

当社が農産物を買取り、ブランディングした
上でスーパー等の⻘果売場にて委託販売を実
施。スーパー等で販売した⾦額を売上⾼に計
上し、買取仕⼊⾼を売上原価に計上。スー
パー等の販売⼿数料は費⽤として販売管理費
に計上。 スーパー等での販売⾦額 当社の買取⾦額

流通総額

流通総額

売上⾼

流通総額売上⾼

売上⾼

売上原価

売上原価

流通総額
売上⾼

流通総額
売上原価

売上⾼
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リスク情報

有価証券報告書において記載している「事業等のリスク」のうち、当社の成⻑の実現や事業計画の
遂⾏に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは以下の通りです。
その他のリスクは、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照ください。

項⽬ 主要なリスク
顕在化

可能性/時期/影響度 リスク対応策

当社は、登録⽣産者との間で、「農産物は、新鮮でかつ農薬安全使⽤
基準を守って栽培されたもの（栽培履歴の明⽰ができるもの）である
こと」、「⾷品加⼯物についてはJAS法、⾷品衛⽣法等関連法規を
守っていること」、「商標等法令に抵触する商品でないこと、また、
当社の事業理念や企業イメージに抵触する商品でないこと」といった
規定を設けております。
しかしながら、登録⽣産者による表⽰の偽装や虚偽の情報提供等が⾏
われる可能性は否定できません。また、⾷品の放射線汚染問題につい
ては、その安全性に関する社会通念上の⾒解が未だ明確でないことに
加えて、今後当該問題に関する何らかの法規制が設けられた場合、当
該法規制が求める対応等が即時に実施できない可能性があります。こ
のような事象が発⽣した場合、⾏政機関からの指摘⼜は処分並びに消
費者からのクレーム⼜は損害賠償等が⽣じる可能性があり、ブランド
イメージの悪化や対外信⽤⼒の低下等により当社の経営成績及び財政
状態に影響を及ぼす可能性があります。

中/中⻑期/中 当社は、農薬履歴が確認できない農産物の出荷を禁⽌
しております。具体的には、⽣産者が⾃分で農薬履歴
を管理できるようにトレーサビリティソフト「畑メ
モ」を導⼊し、年数回農薬の抜き打ちチェックも実施
しております。
また、農薬管理だけでなく、表⽰管理、衛⽣管理を徹
底するため出荷者への指導マニュアルを整備し、社員
による啓蒙活動を実施いたします。
集荷場の衛⽣管理も徹底しております。

⾷品の安全性につ
いて

当社が取り扱う農産物については、極端な豊作や不作によって需要と
供給のバランスが崩れると、相場が想定以上に変動する可能性があり
ます。豊作により相場が下落すると、物流効率が悪化し営業利益率を
悪化させ、不作によって相場が上昇すると、当社の「委託販売システ
ム」を通さず、既存の農産物市場で販売する登録⽣産者が増えること
で、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

中/中⻑期/中 相場変動による影響を低減するため、出荷⼿数料の⾒
直しを推進しております。具体的には、出荷⼿数料の
⼀部を固定することにより、相場下降時にも安定的に
物流コストを賄うことができます。
また、「市場」との協業、市場内外のコラボレーショ
ンによる様々な取り組みを図っています。

農産物相場の変動
について

当社の取り扱う農産物については、集荷場を業務提携先を含めた⽇本
全国各地で運営することで産地を分散させ、特定地域の天候不順等の
⾃然災害による収穫不能・品質劣化時も別産地から商品の供給ができ
る体制を取っております。しかしながら、想定以上に天候不順等が深
刻化、⻑期化並び広域化した場合、流通量の減少による⽋品や品質劣
化等の問題の発⽣により、当社の経営成績及び財務状態に影響を及ぼ
す可能性があります。

中/中⻑期/中 対策として、可能な限り影響を最⼩化するために、集
荷場の新設等、⽇本全国各地から農産物を供給できる
体制を強化しております。

天候不順等の⾃然
災害による影響に
ついて
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リスク情報

項⽬ 主要なリスク

当社の「委託販売システム」では、スーパー等に設置いただいている
直売所コーナーの運営において、登録⽣産者がスーパー等で委託販売
をする仕組みを提供している⽴場であり、原則として当社は売買の当
事者とはなりません。
しかしながら、スーパー等の直売所コーナーで農産物を購⼊された消
費者との間で何らかトラブルが発⽣した場合、当社が法的責任を問わ
れる可能性があります。また、当社が法的責任を負わない場合におい
ても、ブランドイメージの悪化等により当社の経営責任及び財政状態
に影響を及ぼす可能性があります。

中/中⻑期/⼩

リスク対応策

トラブルを未然に防ぐために、登録⽣産者には、弊社
が開発したトレーサビリティソフト「畑メモ」を使⽤
して、農薬履歴や使⽤禁⽌資材等をチェックすること
を義務付けております。また、⽣産者の圃場、加⼯場
の確認や⽣産⾯積と出荷量を紐づけ、そのデータを確
認するなど、⽣産者の管理を強化しております。

「委託販売システ
ム」による農産物
の販売について

当社は、初夏の5⽉から7⽉、初秋の10⽉から11⽉にかけて、果物等
の収益性の⾼い商品の収穫期に該当することや農産物の収穫⾼⾃体が
多くなることにより、売上⾼や利益が増加する傾向にあります。この
ため、当該時期の業績如何によっては、当社の経営成績及び財務状態
に影響を及ぼす可能性があります。

中/中⻑期/⼩ 最新選果機の導⼊により品質管理機能の強化や新たな
成⻑ドライバーとして位置付けている産直事業や輸出
事業を推進いたします。
また、可能な限り影響を最⼩化するために、集荷場の
新設等、⽇本全国各地から農産物を供給できる体制を
強化しております。

売上⾼の季節変動
について

顕在化
可能性/時期/影響度
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本資料の 取り扱い に つ い て

株式会社農業総合研究所 IR担当
TEL：03-6417-1047 Mail：ir@nousouken.jp

本資料に関するお問合せ

本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「⾒通し情報」（forward-looking 
statements）を含みます。これらは、現在における⾒込み、予測およびリスクを伴う想定に基
づくものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含んでおります。

それらリスクや不確実性には、⼀般的な業界ならびに市場の状況、⾦利、通貨為替変動といっ
た⼀般的な国内および国際的な経済状況が含まれます。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引⽤したものであり、かか
る情報の正確性、適切性等について当社は何らの検証も⾏っておらず、またこれを保証するも
のではありません。

事業計画及び成⻑可能性に関する事項のアップデートは今後、本決算の発表後を⽬途として開
⽰を⾏う予定です。なお、次回の開⽰は2025年8⽉期決算発表時を予定しております。
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